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老高発０３２９第１号 

平成２９年３月２９日 

 

 

    都道府県 

 各 指定都市 介護保険主管部（局）長 殿 

中 核 市 

 

 

厚生労働省老健局高齢者支援課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

「指定介護老人福祉施設等の入所に関する指針について」の一部改正について 

 

「指定介護老人福祉施設等の入所に関する指針について」（平成２６年１２月１２日付厚

生労働省高齢者支援課長通知）について、別紙のとおり改正することといたしましたので、

御了知の上、管内市町村、関係団体等に周知を図るとともに、指定介護老人福祉施設等へ

の入所が適切かつ円滑に行われるよう御配慮をお願いします。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の規定 

に基づく技術的助言として発出するものです。 
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○ 指定介護老人福祉施設等の入所に関する指針について(平成 26年老高発 1212第１号厚生労働省老健局高齢者支援課長通知)   

新 旧 

 (別紙) 

 

指針の作成・公表に関する留意事項 

 

１． （略） 

 

２．入所判定対象者の選定について 

  入所判定の対象となる者は、入所申込者のうち、要介護３から要介護

５までの要介護者及び、居宅において日常生活を営むことが困難なこと

についてやむを得ない事由があることによる要介護１又は２の方の特例

的な施設への入所（以下「特例入所」という。）が認められる者とする

こと。 

このうち、要介護１又は２の方の入所申込みまでの手続きについては、

以下のとおりとすること。 

 (１) 特例入所の対象者について 

特例入所の要件に該当することの判定に際しては、居宅において日常

生活を営むことが困難なことについてやむを得ない事由があることに関

し、以下の事情を考慮すること。 

① 認知症である者であって、日常生活に支障を来すような症状・行

動や意思疎通の困難さが頻繁に見られること、 

② 知的障害・精神障害等を伴い、日常生活に支障を来すような症状

・行動や意思疎通の困難さ等が頻繁に見られること、 

③ 家族等による深刻な虐待が疑われること等により、心身の安全・

安心の確保が困難であること、 

④ 単身世帯である、同居家族が高齢又は病弱である等により家族等

による支援が期待できず、かつ、地域での介護サービスや生活支援

の供給が不十分であること 

 (２) 要介護１又は２の方の入所申込みの手続きについて 

要介護１又は２の方の入所申込みについては、以下のとおりとする。 

① 施設は、入所申込みの書類に、特例入所の要件を具体的に記載し

 (別紙) 

 

指針の作成・公表に関する留意事項 

 

１． （略） 

 

２．入所判定対象者の選定について 

(１) 入所判定の対象となる者は、入所申込者のうち、要介護３から要

介護５までの要介護者及び、居宅において日常生活を営むことが困

難なことについてやむを得ない事由があることによる要介護１又

は２の方の特例的な施設への入所（以下「特例入所」という。）が

認められる者とすること。 

 

 

 

(２) 特例入所の要件に該当することの判定に際しては、居宅において

日常生活を営むことが困難なことについてやむを得ない事由があ

ることに関し、以下の事情を考慮すること。 

① 認知症である者であって、日常生活に支障を来すような症状・

行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られること、 

② 知的障害・精神障害等を伴い、日常生活に支障を来すような症

状・行動や意思疎通の困難さ等が頻繁に見られること、 

③ 家族等による深刻な虐待が疑われること等により、心身の安全

・安心の確保が困難であること、 

④ 単身世帯である、同居家族が高齢又は病弱である等により家族

等による支援が期待できず、かつ、地域での介護サービスや生活

支援の供給が不十分であること 

 

(３) 要介護１又は２の入所申込者の特例入所が認められる場合には、

以下のような取扱いにより、入所判定が行われるまでの間に施設と

別紙 
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新 旧 

た上で、その内容を申込者側に丁寧に説明し、申込者側に特例入所

の要件への該当に関する申込者側の考えを記載してもらうこと。 

 

（記載例） 

要介護１又は２の方が入所するためには、下記のいずれかに該

当することが必要です。ご自身の判断で該当すると思われる項目

に印を付けてください。 

□ 認知症である者であって、日常生活に支障を来すような症状

・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られる 

□ 知的障害・精神障害等を伴い、日常生活に支障を来すような

症状・行動や意思疎通の困難さ等が頻繁に見られる 

□ 家族等による深刻な虐待が疑われること等により、心身の安

全・安心の確保が困難である 

□ 単身世帯である、同居家族が高齢又は病弱である等により家

族等による支援が期待できず、かつ、地域での介護サービス

や生活支援の供給が不十分である 

 

② 申込者側から特例入所の要件に該当している旨の申立てがある場

合には、入所申込みを受け付けない取扱いは認めないこととする。 

注 なお、特例入所の要件に該当している旨の申立てがない者から

の入所申込みに関する取扱いについては、各施設に委ねることと

する。 

③ 入所判定が行われるまでの間に施設と入所申込者の介護保険の保

険者である市町村（特別区を含む。以下「保険者市町村」という。）

との間で情報の共有等を行うこと。なお、施設と保険者市町村との

間での必要な情報共有等が行われるのであれば、以下の取扱いと異

なる手続きとすることを妨げるものではないこと。 

イ 特例入所の要件に該当する旨の入所申込みを受けた場合にお

いて、施設は、保険者市町村に対して報告を行うとともに、当該

入所申込者が特例入所対象者に該当するか否かを判断するに当

たって適宜その意見を求めること。 

ロ イの求めを受けた場合において、保険者市町村は、地域の居宅

サービスや生活支援などの提供体制に関する状況や、担当の介護

入所申込者の介護保険の保険者である市町村（特別区を含む。以下

「保険者市町村」という。）との間で情報の共有等を行うこと。な

お、施設と保険者市町村との間での必要な情報共有等が行われるの

であれば、以下の取扱いと異なる手続きとすることを妨げるもので

はないこと。 

① 施設は、入所申込者に対して、居宅において日常生活を営むこ

とが困難なことについてやむを得ない事由について、その理由

など必要な情報の記載を入所申込みに当たって求めることとす

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② この場合において、施設は、保険者市町村に対して報告を行う

とともに、当該入所申込者が特例入所対象者に該当するか否か

を判断するに当たって適宜その意見を求めること。 

 

③ ②の求めを受けた場合において、保険者市町村は、地域の居宅

サービスや生活支援などの提供体制に関する状況や、担当の介
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新 旧 

支援専門員からの居宅における生活の困難度の聴取の内容など

も踏まえ、施設に対して適宜意見を表明できるものとすること。 

 

ハ 下記４．の入所を決定する際の手続きとして設置する入所に関

する検討のための委員会においては、必要に応じて「介護の必要

の程度」や「家族の状況」等について、改めて保険者市町村に意

見を求めることが望ましいこと。 

注 なお、被虐待高齢者等の緊急的な保護等の理由により、老人

福祉法第１１条第１項第２号の規定による措置入所（同法第１

０条の４第１項第３号の規定による市町村が行った措置によ

り当該指定介護老人福祉施設において空床利用型の短期入所

生活介護の利用が行われる場合を含む。）の場合にあっては、

この手続きによらず、入所することが可能である。 

 

３．～６． （略） 

護支援専門員からの居宅における生活の困難度の聴取の内容な

ども踏まえ、施設に対して適宜意見を表明できるものとするこ

と。 

④ また、下記４．の入所を決定する際の手続きとして設置する入

所に関する検討のための委員会においては、必要に応じて「介

護の必要の程度」や「家族の状況」等について、改めて保険者

市町村に意見を求めることが望ましいこと。 

 

 

 

 

 

 

 

３．～６． （略） 

 

 



老高発１２１２第１号 

                                                         平成２６年１２月１２日 

 

一 部 改 正 

老高発０３２９第１号 

                                                         平成２９年３月２９日 

 

    都道府県 

 各  指定都市 介護保険主管部（局）長 殿 

      中 核 市 

 

                                           厚生労働省老健局高齢者支援課長 

                                                    （公 印 省 略） 

 

指定介護老人福祉施設等の入所に関する指針について 

 

 指定介護老人福祉施設及び指定地域密着型介護老人福祉施設（以下「施設」という。）

については、施設への入所の必要性の高い者の優先的な入所に努めるよう、「指定介護老

人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３９号）」第７条

第２項及び「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１

８年厚生労働省令第３４号）」第１３４条第２項で義務づけているところであるが、今般、

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第２１項の改正と、それに伴う介護保険法

施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）の改正により、平成２７年４月１日以降の施設

への入所が原則要介護３以上の方に限定される一方で、居宅において日常生活を営むこと

が困難なことについてやむを得ない事由があることによる要介護１又は２の方の特例的な

施設への入所（以下「特例入所」という。）が認められる。これらの運用に当たっては、

透明性及び公平性が求められるとともに、特例入所の運用については、市町村による適切

な関与が求められる。こうした観点から、関係自治体と関係団体が協議し、施設への入所

に関する具体的な指針を共同で作成することが適当である。 

ついては、こうした指針の作成・公表に関する留意事項について別紙のとおりとりまと

めたので、御了知の上、管内市町村、関係団体等に周知を図るとともに、管内における円

滑かつ適切な指針の作成等に遺憾のないようにされたい。 

また、本通知の施行に伴い、「指定介護老人福祉施設の入所に関する指針について」(平

成１４年８月９日付け老計第０８０７００４号厚生労働省老健局計画課長通知)は廃止す

る。 

なお、本通知は、地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２４５条の４第１項の規定に

基づく技術的助言として発出するものである。 

 

 

改正後全文 



(別紙) 

 

指針の作成・公表に関する留意事項 

１．指針の作成について 

(１) 指針は、その円滑な運用を図る観点から、関係自治体と関係団体が協議し、共同

で作成することが適当であること。 

(２) 指針には、「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１

１年厚生省令第３９号）」第７条第２項及び「指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号）」第１３４条第２項

の透明かつ公平な運用を図る観点から、次の事項を盛り込むこと。 

① 入所判定対象者の選定について 

② 指定介護老人福祉施設及び指定地域密着型介護老人福祉施設（以下「施設」とい

う。）が申込者の入所の必要性の高さを判断する基準 

③ 施設が(1)の基準を当てはめて入所を決定する際の手続き 

④ その他 

(例)老人福祉法第１１条第１項第２号に定める措置委託の場合の取扱い 

２．入所判定対象者の選定について 

入所判定の対象となる者は、入所申込者のうち、要介護３から要介護５までの要介護

者及び、居宅において日常生活を営むことが困難なことについてやむを得ない事由があ

ることによる要介護１又は２の方の特例的な施設への入所（以下「特例入所」という。）

が認められる者とすること。 

このうち、要介護１又は２の方の入所申込みまでの手続きについては、以下のとおり

とすること。 

 (１) 特例入所の対象者について 

特例入所の要件に該当することの判定に際しては、居宅において日常生活を営むこと

が困難なことについてやむを得ない事由があることに関し、以下の事情を考慮するこ

と。 

① 認知症である者であって、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の 

困難さが頻繁に見られること、 

② 知的障害・精神障害等を伴い、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎  

通の困難さ等が頻繁に見られること、 

③ 家族等による深刻な虐待が疑われること等により、心身の安全・安心の確保が困 

難であること、 

④ 単身世帯である、同居家族が高齢又は病弱である等により家族等による支援が期 

待できず、かつ、地域での介護サービスや生活支援の供給が不十分であること 

 



 (２) 要介護１又は２の方の入所申込みの手続きについて 

要介護１又は２の方の入所申込みについては、以下のとおりとする。 

① 施設は、入所申込みの書類に、特例入所の要件を具体的に記載した上で、その内

容を申込者側に丁寧に説明し、申込者側に特例入所の要件への該当に関する申込者

側の考えを記載してもらうこと。 

（記載例） 

要介護１又は２の方が入所するためには、下記のいずれかに該当することが必

要です。ご自身の判断で該当すると思われる項目に印を付けてください。 

□ 認知症である者であって、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎

通の困難さが頻繁に見られる 

□ 知的障害・精神障害等を伴い、日常生活に支障を来すような症状・行動や意

思疎通の困難さ等が頻繁に見られる 

□ 家族等による深刻な虐待が疑われること等により、心身の安全・安心の確保

が困難である 

□ 単身世帯である、同居家族が高齢又は病弱である等により家族等による支援

が期待できず、かつ、地域での介護サービスや生活支援の供給が不十分である 

 

② 申込者側から特例入所の要件に該当している旨の申立てがある場合には、入所申

込みを受け付けない取扱いは認めないこととする。 

  注 なお、特例入所の要件に該当している旨の申立てがない者からの入所申込み

に関する取扱いについては、各施設に委ねることする。 

③ 入所判定が行われるまでの間に施設と入所申込者の介護保険の保険者である市

町村（特別区を含む。以下「保険者市町村」という。）との間で情報の共有等を行

うこと。なお、施設と保険者市町村との間での必要な情報共有等が行われるのであ

れば、以下の取扱いと異なる手続きとすることを妨げるものではないこと。 

イ 特例入所の要件に該当する旨の入所申込みを受けた場合において、施設は、保

険者市町村に対して報告を行うとともに、当該入所申込者が特例入所対象者に該

当するか否かを判断するに当たって適宜その意見を求めること。 

ロ イの求めを受けた場合において、保険者市町村は、地域の居宅サービスや生活

支援などの提供体制に関する状況や、担当の介護支援専門員からの居宅における

生活の困難度の聴取の内容なども踏まえ、施設に対して適宜意見を表明できるも

のとすること。 

ハ 下記４．の入所を決定する際の手続きとして設置する入所に関する検討のため

の委員会においては、必要に応じて「介護の必要の程度」や「家族の状況」等に

ついて、改めて保険者市町村に意見を求めることが望ましいこと。 

注 なお、被虐待高齢者等の緊急的な保護等の理由により、老人福祉法第１１条

第１項第２号の規定による措置入所（同法第１０条の４第１項第３号の規定に



よる市町村が行った措置により当該指定介護老人福祉施設において空床利用

型の短期入所生活介護の利用が行われる場合を含む。）の場合にあっては、こ

の手続きによらず、入所することが可能である。 

３．入所の必要性の高さを判断する基準について 

(１)「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令

第３９号）」第７条第２項及び「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び

運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号）」第１３４条第２項に挙げ

られている勘案事項について 

「介護の必要の程度」については、要介護度を勘案することが考えられること。 

      また、「家族の状況」については、単身世帯か否か、同居家族が高齢又は病弱か

否かなどを勘案することが考えられること。 

(２)その他の勘案事項について 

    居宅サービスの利用に関する状況などが考えられること。 

４．施設が基準を当てはめて入所を決定する際の手続きについて 

(１)入所に関する検討のための委員会の設置について 

① 施設に、入所に関する検討のための委員会を設け、入所の決定は、その合議によ

るものとすること。 

② 入所に関する検討のための委員会は、施設長と生活相談員、介護職員、看護職員、

介護支援専門員等の関係職員で構成することとし、あわせて、施設職員以外の者の

参加も求めることが望ましいこと。この場合、施設職員以外の者としては、当該社

会福祉法人の評議員のうち地域の代表として加わっている者、社会福祉事業の経営

者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みにおいて選任することとされて

いる第三者委員などが考えられること。 

 (２)記録の作成及び保存について 

① 施設は、入所に関する検討のための委員会を開催する都度、その協議の内容（２．

（３）③及び④の保険者市町村の意見を含む。）を記録し、これを２年間保存する

ものとすること。 

② 施設は、市町村又は都道府県から求めがあったときは、上記の記録を提出するも

のとすること。 

５．指針の公表等について 

  指針は公表するとともに、施設は、入所希望者に対してその内容を説明するものとす

ること。 

６．その他 

  管内の市町村・関係団体において指針の作成について独自の取組みがある場合には、

これを尊重する必要があること。 


